
 １　令和２年度山形県一般会計当初予算の構成
（単位：億円）

※ 端数処理の関係で合計と内訳が一致しない場合があります。

山 形 県 財 政 の 状 況
総 務 部

令 和 2 年 7 月 17 日

【参考】人件費

＋社会保障関係経費

＋税等交付金

＋公債費

＝ 3,653   59.6%

人件費

1,546

25.2%

社会保障関係

経費

671

10.9%

税等交付金

545

8.9%
公債費

890

14.5%

貸付金

743

12.1%

補助費等

387

6.3%

物件費

190

3.1%

投資的経費

954

15.6%

その他

207

3.4%

歳 出

6,134億円※社会保障関係経費及び

税等交付金を除く

県税

1,107

18.0%

地方消費税

清算金

504

8.2%
地方譲与税

220

3.6%

地方交付税

1,750

28.5%

臨時財政

対策債

185

3.0%

国庫支出金

721

11.8%

繰入金

192

3.1%

諸収入

818

13.3%

県債

(臨財債除き)

501

8.2% その他

135

2.2%

歳 入

6,134億円



 ２　財政収支見通しを踏まえた本県の対応（山形県財政の中期展望より）

 ３　中長期的な財政健全化目標
（単位：億円）

　　　

  ≪ 調整基金残高の推移（年度末決算）≫ ≪ 県債残高の推移（年度末決算）≫

　注：　財政調整基金及び県債管理基金(一般分)の残高の合計を記載。

持続可能な財政運営を確保するためには、歳入・歳出の両面から財源不足額の解消に向けた対

応策を講じ、調整基金取崩しの抑制に努めることが必要です。

○ 歳入面では、県有財産の

売却や有効活用の促進、基

金や特別会計の利用見込み

のない資金の活用、財源対

策のための県債の発行等に

よって歳入を確保します。

○ 歳出面では、事務事業の

見直し・改善や行政経費の

節減・効率化など、徹底し

た歳出の見直しを行います。

⇒ 自由度の高い財政

構造への転換
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臨時財政対策債

補正予算債

県が実質的に将来負担することとなる残高
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健全な財政運営を行っていくために、調整基金の取崩しの抑制に努めるとともに、中長期的な

財政健全化目標として、「今後の社会資本整備や産業振興の必要性に留意しながら、行革プラン

の期間中において臨時財政対策債と補正予算債等※を除いた県債残高の減少」を推進します。

≪ 財源不足額への対応 （当面の数値目標） ≫

（見込）（見込）

※ 政府が実施する「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」に基づく事業に充当可能な、補正予算債と

同様の地方交付税措置がある、「防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債」を含む。（令和元年度創設）

（単位：億円）

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

△150 △160 △176 △212

3 3 3 3

40 21 21 22

77 76 62 67

120 100 86 92

(30) (30) (30)

30 60 90 120

30 60 90 120

150 160 176 212

105 105 105 105

注１：｢事務事業の見直し・改善、行政経費の節減・効率化」の括弧書きは当該年度の新規削減額である。

注２：歳入については、現行制度をもとに試算している。

歳
 
入

財 源 不 足 額 (A)

県 有 財 産 の 売 却 、 有 効 活 用

計 (B)

基 金 、 特 別 会 計 資 金 の 有 効 活 用

財 源 対 策 の た め の 県 債 発 行

調 整 基 金 取 崩 額 (E)

対 策 後 の 調 整 基 金 残 高 (F)

計 (C)

合 計 (D=B+C)

歳
 
出

事 務 事 業 の 見 直 し ・ 改 善
行 政 経 費 の 節 減 ・ 効 率 化

 


